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投稿論文 
日本における民間提案型公民連携制度に関する一考察 
 
藏田幸三 
東洋大学 PPP研究センター リサーチパートナー 
 
第 1章 はじめに 
第 2章 高浜市の事例 「民間提案型業務改善制度」 
第 3章 我孫子市の事例 「提案型公共サービス民営化制度」 
第 4章 宗像市の事例 「市民サービス協働化提案制度」 
第 5章 杉並区の事例 「杉並行政サービス民間事業化提案制度」 
第 6章 藤沢市の事例 「藤沢市公民連携事業化提案制度」 
第 7章 成果と課題 
 
第 1章 はじめに 
1 PPP と成長戦略・新しい公共 
本論文の目的は、公民連携(Public/Private Partnership)手法の中でも、特に民間セ
クター(Private Sector)の力量を引き出すことができると考えられる「民間提案型」の
手法に着目し、日本における事例研究を通じて、これまでの成果と課題を明らかにする。 
公民連携に関する取り組みは、日本のみならず、アメリカやヨーロッパ諸国において
も進められてきた。背景には中央・地方の政府を含む公共的機関（Public Agency）の
厳しい財政状況と、それを克服するための行財政改革、地域経営の健全化の必要性があ
った。その解決手法のひとつとして、新しい概念・手法である公民連携が位置づけられ、
多様な法律・政策・制度・事業が実施されてきた。 
日本においては、2009年 9月からスタートした民主党政権が、新しい政策テーマとし
て「公民連携」による成長戦略や新しい公共の育成に取り組んできた。 
その端緒として、2010 年 6月 4 日に発表された「新しい公共宣言」では、「私たち国
民、企業や NPO などの事業体、そして政府が協働することによって、日本社会に失われ
つつある新鮮な息吹を取り戻すこと、それが私たちの目指す「新しい公共」に他ならな
い。」として、公民連携の必要性を明確に述べている。 
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また、2010 年 6月 17 に発表された政府の「新成長戦略～『元気な日本』復活のシナ
リオ～」では、公共事業中心の経済政策を推進する第一の道と行き過ぎた市場原理主義
に基づき、供給サイドに偏った生産性重視の経済政策を採る第二の道のいずれも、時代
の変化に適応しておらず効果を挙げていないと指摘し、経済社会が抱える課題の解決を
新たな需要や雇用創出のきっかけとし、それを成長につなげようとする政策を中心とす
る第三の道を歩むべきであるとした。「セーフティネットの確立、経済活性化、財政健
全化は一体の関係にあり、「強い経済」、「強い財政」、「強い社会保障」の確保が互いに
好影響を与える｢Win－Win｣の関係にあると捉えるべき」であり、そのために 7つの分野 1
このように政府の成長戦略においても、民間事業者や市民・NPO 等の新しい公共と、
行政が連携しながら雇用や事業、サービスを供給することによって持続可能な成長とま
ちづくりを実現する方向性が示されている。その中で、これらを現実的に実現していく
手法として、既存の行政からの事業者への入札・委託の枠組みを超えて、民間から対象
業務・方法等を含めて提案を受けようとするのが、民間提案に基づく PPP事業手法であ
る。 
にわたる成長戦略を示した。具体的な戦略・政策の項目として、⑲民間提案型の業務委
託、市民参加型の公共事業の導入が盛り込まれている。 
 
2 民間提案に基づく PPP事業手法の類型化 
 幅広い公民連携の事業手法の中で、民間提案に基づく方法は 3つに分類される。 
(1) PFI法 2
 1999 年に制定された PFI法に基づく民間からの発案制度がある。同法第 4条（基本方
針等）では、「一 民間事業者の発案による特定事業の選定その他特定事業の選定に関
する基本的な事項」を内閣が定めるものとしている。しかし、民間事業者がコストを掛
けて不確実性の高い発案を行うよりも、行政の事業の発案を待つことの方が選好され、
あまり活用されていない。 
に基づく民間発案制度 
(2) 市場化テスト法 3
 2006 年に制定された市場化テスト法に基づく、民間提案の制度がある。同法第 7条（公
に基づく民間提案制度 
                                                   
1 7つの戦略は、（1）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略、（2）ライフ・イノ
ベーションによる健康大国戦略、（3）アジア経済戦略、（4）観光立国・地域活性化戦略、（5）科学・
技術・情報通信立国戦略、（6）雇用・人材戦略、（7）金融戦略。 
2 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成一九年〇六月一三日 法律第
〇八五号） 
3 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成十八年六月二日法律第五十一号） 
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共サービス改革基本方針）では、「内閣総理大臣は、前項第三号から第七号までに掲げ
る事項に係る部分の案を定めようとするときは、政令で定めるところにより、あらかじ
め、民間事業者が公共サービスに関しその実施を自ら担うことができると考える業務の
範囲及びこれに関し政府が講ずべき措置について、民間事業者の意見を聴くものとす
る。」と定めている。また、第 8条（地方公共団体における官民競争入札等の実施方針）
では、「地方公共団体の長は、前項第二号及び第三号に掲げる事項に係る部分を定めよ
うとするときは、あらかじめ、民間事業者が特定公共サービスのうちその実施を自ら担
うことができると考える業務の範囲について、民間事業者の意見を聴くものとする。」
と規定している。 
これに基づいて、国及び地方自治体は、民間からの意見徴収・提案を通じて、市場化
テストの対象とする公共サービスの内容を決定することができる。例えば、先進事例の
ひとつである大阪府は、「大阪府市場化テストガイドライン」の中で、①官民競争型と
②提案アウトソーシング型を定め、2006 年以降の市場化テストを実施している 4
(3) 法律によらない民間提案制度 
。 
 (1)・(2)以外に、国・都道府県・市区町村が、法律によらずに実施している民間提案
制度がある。地方自治体では、まちづくりや市民協働に関する条例等に根拠を定めるも
のや行政の規則・要綱・要領等によって実施するものなどがある。地方自治の補完性の
原則や身近な公共サービスが対象となる可能性が高いことなどから、今回は(3)につい
て取り上げ、多様な制度設計の実態を明らかにする。また、それらの事例の分析を通じ
て、効率的・効果的な民間提案型公民連携制度のあり方について考察する。 
 
第 2章 高浜市の事例 「民間提案型業務改善制度」 
1 目的・背景 
愛知県高浜市は、人口 45,251 人(2010 年 12月 1 日現在）の都市で、森貞述市長（当
時）のリーダーシップの下、持続可能な地域経営を目指して、積極的な行政改革・民間
セクターの活用を推進した。2004年には、日本初となる公共サービス受託企業である高
浜市総合サービス株式会社を市 100%出資で設立し、公共サービスの質の向上、地域雇用
の創出等を進めてきた。 
2005 年 3月に高浜市構造改革推進検討委員会報告書（高浜市が目指す「持続可能な自
立した基礎自治体」）をまとめ、行政改革、業務改革、構造改革を推進した。同報告書
                                                   
4 地方行政改革研究会編 『地方公共団体のアウトソーシング手法～指定管理者・地方独立行政法人・
市場化テスト』（ぎょうせい、2007年） pp.127-128 
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において、「住民力の強化」「財政力の強化」「職員力の強化」の 3 つのキーワードを掲
げ、具体的な方法として「組織構造改革」「アウトソーシング戦略」「地域内分権の推進」
「受益と負担の改革」「人事・給与制度改革」の 5 つを取り上げて、それぞれの分野で
改革・改善に取り組んだ。その一環として、同市は 2005 年度から「徹底的なムダ排除
による原価低減」で知られるトヨタ生産方式（TPS）よる業務改善を行ってきたが、そ
のひとつとして、トヨタの業務改善提案の仕組みを参考に、市が実施している業務の中
で幅広く改善提案を募集し、その創意と工夫を反映し、業務の委託化・民営化やスリム
化を図り、効率的な市役所と充実した質の高いサービスの提供を目指して、「民間提案
型業務改善制度」をスタートさせた。 
 
2 提案主体 
高浜市内に限らず、市外も含めて市民及び民間企業、NPO 法人や市民活動団体等、だ
れもが民間提案を行うことができる。 
 
3 対象業務 
高浜市が実施するすべての業務を提案の対象としている。高浜市役所では行政業務の
改善を出発点としていることから、提案の対象となる業務について、市役所内の全事務
事業を「棚卸し」して 375の事務事業にわけ、それをより細かな事務・業務に切り分け
て合計 1,738 業務の単位に分割している。それらの最小単位を、どのグループ・組織が
担当し、どのくらいの経費を掛け、いかなる内容の業務であるかを記載した一覧表を、
民間からの提案対象の業務としている。 
各グループの所掌事務について、「事務事業名」「切り出し事務事業」「事務事業内容」
「要求（達成）水準」「事業費（①＋②）（千円）」「①事務事業費（千円）」「②人件費（千
円）」「委託・民営化等に関する法的制限」「担当部・グループ」についての情報が公開
される。 
 
4 提案手続き・審査手順 
所定の様式に基づいて、民間セクターからそれぞれの提案内容を、高浜市の担当課へ
郵送、FAX、電子メール又は持参により提出する。その後は、以下のようなスケジュー
ルで手続きが進められる。 
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表 2-1 平成 22（2010)年度 事業スケジュール 
1.提案募集期間　　　　 平成２２年６月１日（火）から平成２２年７月３０日（金）まで
2.担当事前調整期間　　 平成２２年６月１日（火）から平成２２年８月６日（金）まで
3.審査委員会審査期間　 平成２２年８月下旬～９月下旬
4.審査結果の通知　　　 平成２２年１０月上旬　
 
出所 ：高浜市ウェッブサイト
http://www.city.takahama.lg.jp/grpbetu/seisaku/shigoto/minkanteiangata-gyoumukaiz
en/index.html（2010年 12月 20日閲覧） 
 
 審査は、審査の客観性・公平性を確保するため、市民・有識者・市職員等で構成する
提案審査委員会を設置し、提案内容の審査を行う。また、提案者から提案趣旨・内容の
より詳細な説明と担当グループの意見を求めるためのプレゼンテーションを実施する。 
審査の基準としては、①業務（事業）の効率化、②業務（事業）のサービスの質の向
上、③業務（事業）のコスト削減、④市内経済への波及効果、⑤「住民力の強化」、「職
員力の強化」、「財政力の強化」が掲げられている。 
 民間からの提案に対する事業予定者の選定方法は、①提案者を事業予定者として選定
する場合（提案内容に提案者独自の工夫・アイデアが盛り込まれ、競争入札等では提案
者の利益を大きく損なう恐れがあると判断した場合）、もしくは、②提案を受けて公募
により事業予定者を選定する場合（提案内容を審査した結果、提案者以外にも複数の事
業者がいると判断した場合は競争入札等を実施）のいずれか、担当グループが判断して
決定する。 
 
5 応募・採択状況 
2006 年から 2010 年までの応募および採択の状況は、以下の通りである。初年度にあ
たる 2006 年度は、提案数が 29、採択が 15、採択率 51.7%であったが、その後は提案数、
採択数ともに減少し、5年目にあたる 2010年度には提案がひとつもなくなってしまった。
そのため、今後の民間提案制度の継続については、行政内部でも検討がなされている 5
 
。 
 
 
                                                   
5 2010年 11月 20日 筆者による電話ヒアリング 
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表 2-2 民間提案の応募数と採択数の推移（2006年～2010年） 
年度 分野 応募 採択 採択率
２００６年度 ①委託化・民営化に対する提案 11 6 54.5%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 9 5 55.6%
③公共サービスニーズに対する提案 9 4 44.4%
合計 29 15 51.7%
２００７年度 ①委託化・民営化に対する提案 4 1 25.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 8 1 12.5%
③公共サービスニーズに対する提案 6 4 66.7%
合計 18 6 33.3%
２００８年度 ①委託化・民営化に対する提案 2 0 0.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 3 1 33.3%
③公共サービスニーズに対する提案 1 1 100.0%
④事務事業の「棚卸し」に対する提案 0 0 0.0%
合計 6 2 33.3%
２００９年度 ①委託化・民営化に対する提案 1 1 100.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 2 1 50.0%
③公共サービスニーズに対する提案 1 0 0.0%
④事務事業の「棚卸し」に対する提案 0 0 0.0%
合計 4 2 50.0%
２０１０年度 ①委託化・民営化に対する提案 0 0 0.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 0 0 0.0%
③公共サービスニーズに対する提案 0 0 0.0%
合計 0 0 0.0%
２００６－１０年度 総合計 57 25 43.9%  
出所 ：高浜市ウェッブサイト 
http://www.city.takahama.lg.jp/grpbetu/seisaku/shigoto/minkanteiangata-gyoumukaiz
en/index.html （2010年 12月 20日閲覧）より筆者作成 
 
 2006 年度に採択された事業としては、公用車にカラーリングと青色回転灯の設置を行
うことでパトロールを行うことの提案や植栽維持管理を契約長期化（3～5年）し、3月
下旬から 4月上旬の植栽管理を可能とすることなど 15事業が採択された。提案主体は、
市内の団体、NPO 法人、企業が多いが、市外からも提案・採択がなされている。 
 
6 成果と課題 
高浜市の民間提案型業務改善制度は、トヨタ生産方式（TPS）を参考とした行政業務
の改善・改革の一環として実施された先進事例のひとつである。事業系の民間提案制度
として、行政改革の推進と同時に民間提案制度が導入された点に特徴がある。結果とし
て、多くの提案がなされ、採択・実現していく中で、業務改善の推進とその成果の市民
還元が進められてきた。 
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本制度の課題としては、開始後 5 年を経過した 2010 年度には、ついに改善提案の応
募数がゼロとなってしまった。今後の対応は行政内部で検討しているが、同制度の扱い
をどのようにしていくのか注目される。 
制度上の課題としては、第一に提案者に対するインセンティブが明確でないことがあ
げられる。提案した主体に対して事業が採択された場合でも随意契約が認められずに、
改めて事業者公募を行うこともあり、提案作成のためのコストが回収できなくなるリス
クが懸念される。第二にその決定に関して、担当グループ（行政サイド）がそれを決定
する権限を持っていることから、業務の効率化による配置職員の減少などにつながるお
それのある提案に対して、民間サイドからの提案意欲がそがれるとともに、事前調整お
よび審査の過程で消極的な判断が行われやすい構造があったと考えられる。 
 
第 3章 我孫子市の事例 「提案型公共サービス民営化制度」 
1 目的・背景 
2006 年に千葉県我孫子市では、福嶋浩彦市長（当時）のリーダーシップの下、行政運
営の効率化と公共サービスの質の向上を目指して、提案型公共サービス民営化制度が創
設された。これは、地域の中で市民（民間）の手でできるものは自立して自らの責任と
権限で行うという市民自治の原則、さらに、行政が行う場合でもまずは市民に最も近い
市町村ができることをすべて実施し、それでもできないことは都道府県が補完して、そ
れでもできないものは国が補完して行う、という補完性の原則の考え方に立って創設さ
れた 6
公共の分野を行政が独占する時代は終わった、という認識に立ち、NPO やボランティ
ア、コミュニティ・ビジネスなどの活躍や民間企業も公共サービスの一端を担うように
なり、そのような状況を背景として、市民のコントロール下にある行政が連携して、市
民自治を理念とした「新しい公共」を目指して同制度は立案された。これからは地域の
コミュニティの中で、公共サービスを担う多様な民の主体を育てていくことが必要であ
り、それを限りなく豊かにすることによって公共サービスをより充実させつつ、行政は
スリムで効率的なものにしていくことが大切であり、「大きな公共」と「小さな（地方）
政府」といった考え方が重要視したものと捉えられる。 
。 
 
2 提案主体 
企業でも、NPO 法人でも、ボランティア団体でも提案することができる。 
                                                   
6 東洋大学大学院経済学研究科 前掲書 p.73-81. 
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3 対象業務 
我孫子市のすべての事務事業を一覧にして、その業務内容や人件費を含む総コストを
公開し、民間から事業提案を公募した。事業提案には委託、指定管理者、PFI、市場化
テスト等、様々な公民連携手法を活用していくこととした。福嶋浩彦市長は、「市のや
り方と一味も二味も違った方法で、もっとよいサービスを提供しますという提案や、市
がこういう協力さえしてくれたら、完全に民間の事業として、もっと良い内容でやりま
すよ、という提案を期待」していたと述べている 7
我孫子市の提案型公共サービス民営化制度は、具体的な募集条件は特に設定せず
。 
8
 
、
業務の範囲・期間・手法（民営化、委託、PFI、指定管理者等）も含めてすべて民間提
案に委ねている。また、行政と民間セクターの役割分担や事業採択後の行政によるモニ
タリングの内容なども、特に示さない形で実施された。 
4 提案手続き・審査手順 
(1) 選考方法 
第一次募集、第二次募集では、以下のような流れで審査が行われた。 
① 予備審査として、提案された内容・業務を担当する課により、法的制限や委託・
民営化に当たっての問題点が審査された。 
② 分科会審査として、業務内容に精通した専門家や市職員で構成される分科会に
よって、分野別の視点で内容面についての審査が行われた。（第一次募集の時に
は 24分科会が設置された） 
③ 提案審査委員会審査として、外部有識者 3 名、市民職員 2 名に合計 5 名によっ
て、詳細な提案内容が審査され、採択の可否が決定された。 
第三次募集では、以下のような流れで審査が進められた。 
① 市が募集要項と事業リストを公表 
② 担当課と提案者と事前協議 
③ 提案者が提案書を提出 
④ 審査委員会が提案内容を審査・結果通知 
⑤ 採択案件は提案者が契約事業者となり、市と契約を締結（随意契約） 
⑥ 提案者による事業実施と市によるモニタリング 
 
                                                   
7 同書 p.74. 
8 佐野修久編著 『公共サービス改革』 （ぎょうせい、2009年） pp.125-130. 
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図 3-1 第三次提案の選考の流れ 
 
出所：我孫子市「第三次提案型公共サービス民営化制度募集要項」p.8 
 
(2) 採択の方法 
第一次、第二次の提案審査委員会で採択が決定された場合、つぎの方法で事業者が決
定された。 
① 提案内容に提案者独自の工夫・アイデアが盛り込まれ、競争入札では提案者の利
益を大きく損なうおそれがあると判断された場合は、提案者を事業者として選定
し、随意契約を結ぶこととした。 
② 提案内容を審査した結果、提案者以外にも当該事業を担うことができる複数の事
業者がいると判断された場合は、改めて事業者を選定するための競争入札を実施
して、契約を締結することとした。 
その採択を決める基準となる審査基準としては、以下のような項目が掲げられた。 
① 官民の役割分担は適切か。 
② 市が実施するより効率的で質の高いサービスが提供でき、市民サービスの向上が
図られるか。 
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③ 市よりも効率的に実施でき、経費の節減につながるか。 
④ 雇用創出など市内経済への波及効果が期待でき、地域の活性化につながるか。 
(3) 第三次募集のときの制度改善 
 第一次募集、第二次募集が終了した後、2008 年から 2009 年の２年間、提案制度の改
善の検討を行った。より持続的で効果的な提案方法のあり方を検討し、以下のような制
度改善を行った。 
① 事業リストの検索性向上 
 事業リストには、「環境」「産業」「健康福祉」など市の総合計画上の分野区分や
「委託の有無」「民間から特に委託・民営化を期待する事業」を表示し、提案者の
得意とする分野などをリストから選択しやすく改善 
② 提案づくりをしっかり支援 
 各課に、事業内容の説明や実務担当者との連絡を行う担当者を配置。また、提案
づくりでは、担当課と総務課(または市民活動支援課)が情報提供やアドバイスを行
い支援する。制度の問い合わせや提案を検討または希望する場合は、総務課が窓口
になって対応する体制を整備 
③ 審査の方法と基準の見直し 
 審査は、学識経験者、提案の分野ごとに任命する専門委員および行政職員で構成
する審査委員会が実施。書類審査だけでなく、提案者、担当課にヒアリングを行い、
審査基準に照らして採否を決定 
④ 審査結果の区分の変更 
審査結果を、(1)採用…審査基準をすべて満たした提案、(2)継続協議…「採用」
に至らないまでも、実施することで市民にとって大きなプラスになると審査委員会
が判断した提案（この場合、期限を設け、市と提案者が実施に向け、調査、研究、
協議を実施）、(3)不採用の 3分類とし、採択された場合は、提案者と随意契約を結
ぶこととした。 
 
5 応募・採択状況 
2006 年 3月から第一次募集、2007 年 4月から第二次募集が、2010 年 6月から第三次
募集が実施され、およそ 1,100あまりの事務事業に対して、総務、研修、広報、イベン
ト、施設の維持管理等を中心に、合計 98件の提案があり、途中の取り下げが 19件、採
択が 43 件（うち条件付採用が 34件）、不採用が 36件で、採択率は 43.9%となっている。
随意契約となったものとしては、助産師による妊婦対象教室の開催、市民カレッジにお
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ける新たなコースの設置、小中学校の児童・生徒の保護者に対する広報等、従来の行政
では持ち得なかった民間セクターによる新しい事業アイデア、技術、手法を組み込んだ
提案であった。 
 
6 成果と課題 
我孫子市の提案型公共サービス民営化制度は、公共サービスにおける包括的な民間提
案を実施した先駆的な事例として、広く広報・情報発信されたこともあって、他の自治
体への波及効果は大きかったと考えられる。官の決定権問題の解消と情報開示の促進の
両面において、民間側からの提案により事業そのものの企画・範囲から提起できること
は、これまでの独占的な行政の判断・裁量による公共事業とは全く異なる、画期的なも
のであったと捉えられる。第一次、第二次募集の審査結果として 5 件の随意契約と 32
件の競争入札という実績は、民間提案制度の最初の事例としては十分な成果を挙げた。 
2006 年の第一次募集、2007 年の第二次募集における課題として、①提案者に対する
インセンティブの付与方法、②選定基準のあいまいさやモニタリングの方法が示されて
いないために、リスクとリターンの共有・分担が適切に実施しにくい構造、などが浮き
彫りになった。 
そこで、2年間の制度改善の検討を踏まえ、2010年の第三次募集においては、審査区
分を見直した。その成果として、評価基準を満たした提案に関しては、採択と同時にそ
の提案者を契約者とすることとなった。これによって、提案者に対する明確なインセン
ティブが設定され、持続的な民間提案を引き出す仕組みが作られたと考えられる。また、
提案書を提出する事前の段階で、担当課との協議を行い実現可能な内容にブラッシュア
ップする機会を設けたことで、提案する事業者にとって提案内容の採否について判断す
ることができるようになった。さらに、事業実施後のモニタリングについても、提案制
度の一連の流れの中に位置づけられた。 
このように我孫子市の提案制度は日本初の事例であるとともに、その実績を踏まえた
改善によって一層の持続性を高めながら運用が続けられており、高く評価される。 
 
第 4章 宗像市の事例 「市民サービス協働化提案制度」 
1 目的・背景 
福岡県宗像市は、人口 95,653人(2010年 11月 30日現在）で、2009年から我孫子市・
高浜市に続いて提案制度を開始した。宗像市の提案制度の名称は、「市民サービス協働
化提案制度」である。これは市が行っている全ての市民サービスに関する情報を公表し、
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市民活動団体、コミュニティ運営協議会、民間事業者（以下「民間団体等」という。）
の専門性等を生かして、これまで市が行っていた事業について、民間団体等が自ら企画
立案した上で提案し、採択された後、市に代わって民間団体等が実施していく制度であ
る。市民協働を主眼として実施されている民間提案制度として、着実な成果を積み上げ
ている。 
同制度は、「宗像市市民参画、協働及びコミュニティ活動の推進に関する条例」第 31
条第 2 項 「市は民間団体等への協働委託の分野を広げ、創出していくように努めるよ
うにする」9
市民サービス協働化提案制度は、行政自身による公共サービスの仕分けと同時並行で、
市民による新しい公共サービスの改革の取り組みとして位置づけられる。民間団体等が
企画立案（提案）から実施まで一貫して実施することを通じて、行政と民間との協働を
実現するところに大きな狙いがあると考えられる。 
との規定に基づいて、具体的な制度として位置づけられている。  
 
2 提案主体 
提案できる団体は、①3人以上で組織する市民活動団体、②コミュニティ運営協議会、
③民間事業者――で、①と③は市外の団体も提案可能となっている。 
 
3 対象業務 
提案の対象となる市民サービスは、現在、民間団体等に委託しているものを除く市が
直営で行っている全ての市民サービスである。対象外の業務としては、（ア）法令等の
規定により職員が直接実施しなければならないもの、（イ）公権力の行使に関わるもの、
（ウ）市の政策立案等の意思決定に関わるもの、（エ）公益性が担保されなくなるもの
について、提案は可能とするが採択は審査により判断するとしている。 
 
4 提案手続き・審査手順 
提案制度の手続きは、まず、市から全事業一覧表が公開され、それを受けて質疑応答
を行い、担当課からのヒアリングを経て、民間団体等からの提案書が提出される。それ
を受けて、審査委員会が審査を行い、その結果を踏まえて市が最終的な決定を行う。そ
                                                   
9 (市民公益活動団体との行政サービスの協働) 第 31条 市及び市民公益活動団体は、行政サービスの
協働を行うよう努める。  
2 行政サービスの協働を行うに当たっては、より多くの分野において行政サービスの協働が行われる
よう、市及び市民公益活動団体は互いに連携し、理解を深めながら、行政サービスの協働の分野の拡
大及び創出に努める。 
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の結果が通知され、担当課と実施に向けた協議を行った上で、実際の市民サービスの実
施となる。 
 
5 応募・採択状況 
2007 年からスタートした協働化提案制度によって、これまで 20 事業が採択・実施さ
れている。2007 年度は、市民アンケートの集計や広報紙の翻訳作業、PR 冊子の作成事
業、家庭介護教室、人権講演会の 5 事業が採択された。また、2008 年度は 8 件、2009
年度は 7件が採択されている。 
採択されている業務は、広範な市民サービスの中でも、広報、普及啓発、教育・講習、
環境美化、住環境整備など、市民生活に身近な業務が多く採択されている。また、担い
手となる団体は、NPO 法人やボランティア団体に加え、青年会議所や株式会社、コミュ
ニティ運営協議会、大学の研究室など、多様な組織が登場している。 
 
6 成果と課題 
宗像市の市民サービス協働化提案制度は、我孫子市、高浜市に次いで三番目のリーデ
ィング・ケースである。その特徴は、市民協働系の提案制度として、市民サービスや市
民協働といった視点から、身近な業務・事業を多様な主体が担っていくための入り口と
なっている点である。具体的な成果として、3カ年にわたって安定的・継続的に 20件の
事業を採択・実施していることは、我孫子市や高浜市のような提案数の変動と比較する
と提案制度が持続的に運営されていることを示すものと捉えられる。提案・実施主体の
多様性もあり、民間企業を中心とする事業性を追求するものとは違った市民協働のため
の提案制度として着実な成果を積み上げている。提案にあたって、数カ月間にわたる担
当課と提案者との相談・協議の中で、提案者と行政とのコミュニケーションが図られ、
双方にとってメリット・デメリットを納得した上で事業が採択・実施されているものと
考えられる。 
同制度の課題としては、対象となる業務の規模があまり大きくないということが指摘
される。公共サービスの新しい担い手として地域団体・大学・ボランティアグループ等
が成長してきているが、その業務の内容は文化、教育、啓発等の活動が中心であり、分
野に偏りがあると考えられる。高浜市・我孫子市と比較して、その多様性の範囲や業務
の量・内容等で大きな違いが見られる。市民協働をベースに置きながら、それらをどの
ように克服していくのか、担い手育成の推進や中間支援の強化等を考えていく必要があ
る。 
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第 5章 杉並区の事例 「杉並行政サービス民間事業化提案制度」 
1 目的・背景 
包括的な民間提案型制度を実施、展開しているのが、山田宏区長の指導力によって区
政を進めている杉並区である。杉並行政サービス民間事業化提案制度として、2006年度
からモデル事業を実施し、2007 年度から本格的な提案制度を運用している。2009 年度
には 3年目の見直しを行い、制度の継続的な改善を行った。首都圏の旺盛な民間事業者
の参入意欲を背景として、都市型の事業系民間提案制度として実施されている。 
 
2 提案主体 
 民間企業、共同事業体及び NPO 法人等の法人や、任意団体を含む団体が提案できる。
実際に提案した業務を担う団体を想定している。 
 
3 対象業務 
杉並区では、所管事務事業 869事業について、事業の概要を示した一覧と、同区の「事
務事業評価表」（各事業のコスト・成果等を評価したものの記録）を公開し、民間事業
者からの募集提案を行っている。それに基づいて、民間セクターからの提案を募集し、
我孫子市と同様に具体的な募集条件は設定せずに、業務の範囲・期間・手法・手法等も
含めて、すべてを民間提案に委ねている。 
 
4 提案手続き・審査手順 
募集期間中に 2回、説明会を開催して直接行政から民間事業者への説明を行うととも
に、事務事業の詳細については担当課への電話問い合わせの期間を設け、申込制による
担当課との面談等、提案者側との対話の機会を設定するように配慮がなされている 10
また、2009 年度の 3年目時点で、より具体的かつ実効性のある提案を期待し、提案区
分の見直しを図り、全事務事業を対象に民間から自由な提案を受ける「自由型」に加え
て、区が施策レベルの課題から予めテーマを設定し、民間の発想やノウハウを生かした
具体的な事業提案を受ける「テーマ型」が追加された。また、提案事業が区の実施事業
となった場合は、提案事業者を初年度の実施事業者とする（随意契約を締結する）こと
になった
。 
11
                                                   
10 佐野(2009) p.131-132 
。 
11 杉並区政策経営部企画課 「平成 21年度『杉並行政サービス民間事業化提案制度』公募要項」（杉
並区、2009年 7月） p.1. 
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公募要項の公表及び配布から、公募説明会、一次、二次の審査、選定結果の通知等ま
で、2009 年度の事業スケジュールを示したものが以下である。 
 
表 5-1 2009年度の事業スケジュール 
 
出所 ： 平成 21年「杉並行政サービス民間事業化提案制度」募集要項 pp.3-4 
 
しかし、ヒアリング調査の結果、特に制度改革で設定された「テーマ型」については、
事業規模も大きく、審査すべき対象・範囲・基準等について精査が必要であることから、
追加資料の提出を求めて、慎重な審査を行うとのことであった。12
1999 年から杉並区では山田宏区長の指導力によって行政改革が積極的に進められて
きており、財政状況の逼迫を受けて、職員 1,000人削減を目標に様々な取り組みがなさ
れてきた。区長のリーダーシップの下、全事務事業のうち、「協働化した事業の割合を
60％」と目標設定して、公民連携を進めてきている。2008年時点で 50％強にまで実績・
成果があがってきており、職員の意識としては今後さらなる大きな進展は望めない、お
およそ達成しつつあるという認識が強い状況であった
その後、結果が公表
されて、9 件の提案があり、第一優先交渉権者としてフェリカポケットマーケティング
株式会社、第二順位として株式会社NTTデータ信越が選定された。 
13
民間事業者からみても、既存業務との重複・競合は避ける傾向がみられ、提案しやす
いテーマ・事務事業が減少してきていること、提案のためのコスト（時間・営業活動等）
。 
                                                   
12 筆者によるヒアリング調査 2009年 11月 11日に実施。企画課の担当者（2名）にインタビュー調査
を行った。 
13 筆者ヒアリング（2009年 7月実施）より。 
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の負担があること等によって、民間企業等の提案数が停滞する傾向があり、見直しの年
にあたる 2009 年度に、テーマ型の設定等の大きな制度改造を行った。また、事業採択
の区分を見直して、採択を決めた場合には自動的に提案事業者が随意契約で初年度の受
託を受けることができる仕組みにした。さらに、テーマ型については、地域通貨制度を
テーマとして、商業振興やボランティア・NPO 等の分野をまたいでシステム開発・構築
と運営を行うものであり、事業規模は数億円程度で 30 社以上の問い合わせがあり、9
社から提案が寄せられた。なお、テーマ型については、第一次・第二次審査によって優
先交渉順位を決定するもので、地域通貨事業に関与する区・商店街関係者との調整を行
い、第一順位の事業者との調整が整わなければ、2番目・3番目の企業が交渉して調整・
合意を図るという流れになっている。 
 
5 応募・採択状況 
2006 年度から 2008年度までの提案数と採択状況を一覧にしたものが下表である。 
 
表 5-2 杉並区「杉並行政サービス民間事業化提案制度」の選考結果(2006-2008年度) 
 
（出所） 佐野 前掲書 p.137 
 
2008 年度までは、採択された事業の中で、随意契約とプロポーザルを行うもの、競争
入札を行うものの 3つに分かれていたが、2009年度はそれらがすべて随意契約に一本化
された。過去 3カ年をみると、採択率 11％、継続協議を含めても 17%となっており、採
択の確率があまり高くないことがわかるが、2009年に応募数と採択率がどのように変化
するのかを見ることによって、制度改善の効果が評価できると思われる。 
選定事業として採択された 5事業のうち、随意契約でそのまま提案者が事業主体とな
ったケースは 1件もなく、プロポーザルによる選定が 4件、競争入札による選定が 1件
となっている。その事業内容は、奨学資金の未返還者に対する督促等を行う事業や多様
な教育施策について学校を拠点として地域で実施する事業、特定エリアにおける公園ト
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イレ、公衆トイレの掃除・苦情対応・巡回点検等を一括して実施する事業、自転車駐輪
場を民営化し、周辺エリアの放置自転車対策も委ねる事業等が採択された。 
 
6 成果と課題 
 杉並区は山田区長の革新的な政策展開によって、全国的にも注目される取り組みを先
駆的に実施している区である 14。モニタリング委員会等の機関を設置して、採択・実施
した事業の成果を進捗管理することで、テーマ型の設定や採用区分の見直し等の持続的
な提案の促進を図っている点も大きな特徴のひとつである 15
 しかし、課題としては、民間からの提案を持続させるためにも、民間提案の対象範囲
を拡大していくこと、例えば施設整備と合わせたソフト分野のサービス民間化の提案な
ども、さらなる発展にとっては必要であると考えられる。それに加えて、選定プロセス
における透明性・客観性等の向上を、引き続き進めていくことが求められる。さらに、
民間事業者を含めた区民への意識啓発・情報提供等による裾野の拡大等も、取り組むべ
き課題であると考えられる
。また、担当部局との提案
者とのコミュニケーション等、よりよい提案を引き出すための情報の非対称性の解消に
向けた取り組みも注目すべき点である。 
16
最後に、この制度も法例による制度ではなく、行政政策・制度のひとつとして創設・
運用されていることから、永続性に関する担保を高めるためにも何らかの法制度上の仕
組みづくりが必要であると思われる。2010 年には、事業仕分けの実施等を理由として、
テーマ型、自由型の提案のいずれも公募を行わなかったことから、今後の制度の運用方
法が注目される。 
。 
 
第 6章 藤沢市の事例 「藤沢市公民連携事業化提案制度」 
1 目的・背景 
神奈川県藤沢市は、人口 410,341人（2010年 9月 1日現在）で、積極的な改革を進め
る海老根靖典市長の下、日本で初めてとなる「藤沢市公民連携事業化提案制度」を 2010
年からスタートした。2009 年 11 月に発表された「藤沢市公民連携あり方検討委員会提
                                                   
14 2009年にははじめての減税自治体としての政策も打ち出して注目を集めた。詳細は、山田宏著 『「減
税自治体」実現への道』（ぎょうせい、2009年）参照。 
15 杉並民間事業化審査モニタリング委員会 『「杉並行政サービス民間事業化提案制度」の再構築に
ついて』（杉並区、2009年 3月）に基づき、2009年の制度改革も行われ、行政が提示するテーマに対
する提案を求める形の追加や採択区分を採択（＝実施事業者として選定）と非採択の 2区分に変更し
た。 
16 筆者によるフィールド（ヒアリング）調査（2009年 11月 11日実施）に基づく。 
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言書」では、本制度を必要とする背景や公共施設マネジメント白書に記載されていない
橋梁・下水道の老朽化に関する概略等が示され、それを受けて制度設計の検討が進めら
れた。同制度は、新総合計画に示されている「新しい公共」と「地域分権」の視点から、
多様な担い手との公民連携の促進と地区独自の地域経営の推進を目指している。 
 
2 提案主体 
提案主体は、制度の趣旨にあったアイデア提案を行うことのできる個人・団体が参加
できる制度となっている。民間企業、NPO 法人、その他の法人、地域の団体等の任意団
体および個人が提案できる。 
 
3 対象業務 
提案対象となる業務は、ソフト事業およびハード事業のすべてが対象となっている。
また、現在実施されている業務が基準で、新規業務の提案や現在の予算を超える提案は
行うことができないが、複数の事業を組み合わせて提案することと民間サービスとの組
み合わせは認めている。 
現在実施されている事業としては、約 800事業（内部管理 150、市民自治 40、福祉・
子育て 180、環境 40、産業・農水産産業 80、建設 100、消防 30、教育〈学校・生涯学習〉
30）のすべてが対象となる。ただし、別途検討委員会で検討している事業（市民病院の
再整備、市役所、市民会館を含めた藤沢駅周辺の公共施設再整備等）は除外されている。 
 
4 提案手続き・審査手順 
 公民連携事業化提案のスケジュールは表 6-1の通りで、事前説明会・質疑応答を経て、
市に提出される。それを審査委員会が審査し、採択を決定する。 
 同制度の特徴は、二段階選抜の方法を採用しているところにある。通常は、書類・ヒアリ
ング等の審査を一度にまとめて行う場合が多い。しかし、藤沢市の場合は、まず広くアイデ
ア募集を行い、公民連携の事業化の可能性がある分野・事業を採択する。その上で、改めて
市の内部で事業化に向けた検討を行った上で、事業化の手続きを進めるというものである。 
提案の審査フローを示したものが、図 6-1である。第一段階のアイデア提案を審査委員会
が審査し、①採択（通知・公表）、②継続検討（通知）、③不採択（通知）を判定する。その
上で、予算化等を含めた事業化の検討を担当課および市民経営推進課が整理する。続く第二
段階では、担当課が事業化を決定し、その提案内容にふさわしい選定方法（①随意契約、②
プロポーザル、③競争入札）を決定し、最終的な事業者を選定する。 
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表 6-1 事業スケジュール 
出所 ： 藤沢市「平成 22年度藤沢市公民連携事業化提案制度募集要項（一般
事業提案）」2010年 6月 p.2 
 
図 6-1 審査フロー図 
 
出所 ： 2010 年 11 月 26 日 iSB 公共未来塾シンポジウム「公民連携が切り拓
く「公共の未来」 藤沢市配布資料より 
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5 応募・採択状況 
公募されたアイデア提案・事業実施提案は、「基本要件」として①応募条件（制度、
事業の理解度、資料作成能力等）、②事業実施要件（業務遂行能力）を、「企画内容」と
して①事業の実現性（実効性、収支・資金計画、リスクマネジメント等）、②費用対効
果（サービスの質、コストの削減）、③創意工夫（官民の役割分担、独自性等）を審査
する。 
評価基準に基づいて行った、第一次審査の結果は、応募件数は 46 件（事業実施提案
42件、アイデアのみの提案 2件）で、その内採択は 15件、複合採択 1件、条件付 7件、
継続検討 6件、不採択 16件となった。採択率は 35.7%である。 
採択された提案としては、不動産や都市施設、インフラ等の包括的な維持管理などの
ハード事業・関連業務や、地域情報ネットワーク事業、窓口のワンストップ化、環境意
識啓発事業などのソフト事業・関連業務がある。提案主体は民間企業が多いが、NPO 法
人、市民活動団体や社会福祉法人などが含まれている。アイデア提案では、個人から 4
件の提案が寄せられ、うち 2つは不採択、残り 2つを 1つに複合して採択とした。 
採択された提案については、今後市の内部で事業化に向けた検討が行われる。そして、
事業化が決定された場合には、その提案を行った主体に対して、下表の通り評価上の加
点（インセンティブ）が付与される。 
表 6-3 インセンティブの付与条件 
 件 数 インセンティブ平均値 
採択 14件 ＊1) 4.4％ ＊2) 
採択（条件付） 7件 2.6％ ＊3) 
＊1）競争入札（2件）を除く件数。 
＊2）加点（インセンティブ等）の上限は 10％とした。 
＊3）加点（インセンティブ等）の上限は 5％とした。（次に具体的なアイデア事業提案募
集を行う場合、これに応募した際、別途、この加点に加えて合わせて 10％の範囲内で加算
の余地を設けているもの） 
出所 ： 同所 
 
6 成果と課題 
藤沢市の公民連携事業化提案制度の特徴は、中核市程度の都市における本格的な「公
民連携事業」の実現に向けた提案制度であり、ハード事業もソフト事業も広く対象とし
ている点にある。現在、事業化に向けた検討を市役所内部で行っているところであり、
採択された事業のうち、どの程度が早期に実現化するのか、今後注目していかなければ
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ならない。特に、予算化を伴う事業提案が多いことから、予算の組み替え、新規予算の
計上、議会での承認等の行政的・政治的なプロセスを経なければならず、その点で実現
に向けたリスクは少なくない。 
課題としては、採択された事業者に対するインセンティブの付与は、提案コストを投
じた主体に対する報酬として機能するが、それも事業化が決定して、プロポーザルもし
くは競争入札等が実施された場合に初めてメリットとして実現する利益であることに
留意する必要がある。また、ハード系の提案事業に関しては、公共財源による社会イン
フラ（土木・施設等）の整備が必要となることから、予算措置・議会承認が必要となる
点は、ソフト事業の提案制度に比べて不確実性が高まると考えられる。 
 
第 7章 成果と課題 
1 これまでの成果 
5 つの地方自治体における民間提案制度の特徴・制度設計のあり方を検討してきた。
最後に、これらの分析を通じて得られた知見をまとめてみる。 
第 1点は、民間提案制度には大きく 2つの類型があることが明らかとなった。ひとつ
は、藤沢市、杉並区、高浜市の民間企業を中心とした事業系の民間提案制度であり、も
うひとつは、我孫子市、宗像市の市民協働を中心とした協働系の民間提案制度である。
前者は行財政改革・地域企業の活性化等を重視するのに対して、後者はまちづくり、行
政・市民および市民同士の交流・連携、自助･共助の推進等に重点を置いていると考え
られる。今回は、事業系の民間提案制度を中心に事例を選択したが、協働系の提案制度
も多数誕生・運用されている。両者の違いは、例えば提案の資格・条件として「行政区
域内」という限定や法人格を NPO法人・社会福祉法人・ボランティア団体等と規定する
ことによって端的に表れる。 
第 2点は、地域の特徴に合わせた制度設計が行われていることが確認された。高浜市
ではトヨタ自動車の地元である地域性を踏まえて、行政が実施してきた業務の改善を目
的のひとつにトヨタ生産方式のカイゼンの考え方を取り入れ、民間からの提案制度を設
計している。また、市民・ボランティア活動が活発な地域性を反映し、それらの主体を、
新しい公共の担い手を育成することを目的に、身近な公共サービスすべての情報を公開
して市民・民間から自由な発想・提案を引き出すことを目指している。宗像市は、まち
づくりの一環としてコミュニティ運営協議会の設置、支援を行っていることと連動して、
本提案制度の主体としてそれを明確に位置づけることで、持続的な提案を引き出すとと
もに、市民協働・まちづくりの実効性を高めることにつなげている。杉並区では、旺盛
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な民間事業者の参入意欲を背景として、提案分野を限定せずに、自由型とテーマ型の 2
区分を設けて提案しやすい工夫をこらしている。最後に藤沢市は、社会インフラの更新
投資や公共施設の持続的なマネジメントを実現していくために民間提案を広く募集し、
二段階選抜方式を取り入れることによって、ソフト事業だけでなく、ハード事業も含め
た提案の受付・事業化を可能としている。 
第 3 点は、継続的な制度改善を通じた持続可能性の向上が図られていることである。
我孫子市では二カ年の実施の結果を踏まえ、見直し・再検討の期間を経て、採択の区分
等を含めた制度改善を行った。また、杉並区の自由型と提案型のカテゴリわけも実際に
提案制度を運用していく中で、提案者側からの要望を受けてシステムを見直したもので
ある。 
 
2 残された課題 
最後に、民間提案型公民連携制度に残された課題を述べる。 
第 1点は、民間提案を引き出すインセンティブの工夫・提案制度のノウハウ・実績の
蓄積と共有化の必要性である。5 つの制度を取り上げたが、それぞれの自治体間でいく
つか共通のメリット・デメリットが存在する。また、多数の民間提案の実績を踏まえる
と、採択される業務や不採択となる業務には一定の類似性を見つけることができる。そ
れは、民間提案の対象となる母集団となる地方自治体の担っている公共サービスが、日
本全国ほぼ一定していることが背景にあると考えられる。提案内容の実績・記録を蓄積
することで、提案する民間側も提案を受け付ける行政側も、共通の情報を得て、確実性
の高い予測を行うことができるようになることが期待される。また、いくつかの自治体
では提案制度を創設した当初は多くの提案が寄せられたが、年数を経るにしたがって提
案数が減少するという共通の課題も存在する。そのような場合に、民間提案を引き出す
インセンティブの工夫の仕方等のノウハウも含めて、提案制度を有する自治体や関係者
での情報共有の場が必要であると考えられる。 
第 2点は、民間提案制度自体の制度廃止リスクの問題である。今回取り上げた先進的
な自治体においても、そのうちのいくつかは休止・廃止等の検討が行われている。行政
にとっても、民間にとってもメリットのある提案、質の高い提案を行うためには、行政
や地域、業務等に関する入念な調査や関係づくりなどの準備が必要であり、そのような
投資をするためには、将来にわたる安定性は重要な判断材料となる。提案という接点を
通じて、持続的なまちづくり、地域の活性化を目指す観点からも、制度自体の持続性・
安定性を担保することは重要である。 
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第 3点は、官の決定権問題である。通常の民間への業務委託に比べれば、対象業務や
方法について民間から提案を受け付けるということで一定の改善はなされているが、提
案された内容についての行政裁量・決定権の独占は、解決されていないと考えられる。
また、提案のインセンティブとして用いられる独創的な提案に対する随意契約について
も、地方自治法上の制約から最終的な契約締結の判断を行政裁量に委ねているケースも
見られる。この点については、米国・バージニア州のPPEA法に基づく提案制度のように、
募集要項の公示以降は通常の競争・入札手続きを経るが、その募集要項そのものを民間
が提案することができるシステムが実施され、大きな成果を挙げていることから 17
 
、法
令等による透明な手続きによって官の決定権問題を改善するような試みも必要ではな
いかと考えられる。 
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